
雇入れ時・作業内容変更時　安全衛生教育　実施記録（記入例）

（労働安全衛生法第59条1項・2項、同法施行規則第35条 準拠の独自様式）

事業場名：　　　　　　　　　　　　　　　　　教育を行った者：　　　　　　　　　　　　　　　　　記録作成日：

実施
年月日

区分
(雇入れ時/作
業内容変更時)

対象労
働者氏
名

所属・職種 教育した事項
(該当する号:1
～8)

一部省略の有無
(安衛則35条2項)

実施
時間数

教育を行った
者
(氏名)

保存期限
の目安
(任意・実
施日+3年)

備考

令和8年
9月2日

雇入れ時 山田 太
郎

営業部 1号～8号（全
部実施）

なし 2時間 安全衛生推進
者　鈴木 一郎

令和11年9
月2日

新卒採用者

令和8年
9月2日

雇入れ時 佐藤 花
子

経理部 1号～8号（全
部実施）

なし 2時間 安全衛生推進
者　鈴木 一郎

令和11年9
月2日

同日入社の中途採用者と合同実施

令和8年
9月10日

作業内容変更
時

高橋 次
郎

製造部（倉庫管理
から配置転換）

1号・2号・3号・
4号のみ実施

5号～8号は前配属先(倉庫)で実施済
のため安衛則35条2項により省略

1時間 製造課長　田
中 三郎

令和11年9
月10日

配置転換に伴う作業内容変更。省略した
事項は前配属先の記録で確認済み

【重要】安衛則35条には「記録を作成し保存せよ」という条文はありません。記録の作成・保存は法律上の明文の義務ではなく、教育を実施した事実を立証するための任意の記録です。ただし教育そのものの実施は法59条1項

（雇入れ時）・2項（作業内容変更時）による明文の義務であり、未実施は法120条1号により50万円以下の罰金の対象です。「保存期限の目安」は法的義務に基づく値ではなく、特別教育の法定保存期間（3年・安衛則38条）

に合わせた任意の目安です。



別紙：教育すべき8つの事項（安衛則35条1項各号）

□　一　機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関すること

□　二　安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法に関すること

□　三　作業手順に関すること

□　四　作業開始時の点検に関すること

□　五　当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関すること

□　六　整理、整頓及び清潔の保持に関すること

□　七　事故時等における応急措置及び退避に関すること

□　八　前各号に掲げるもののほか、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項

【省略できる場合】安衛則35条2項

上記事項の全部又は一部に関し十分な知識及び技能を有していると認められる労働者については、当該事項についての教育を省略できます（条文は「十分な知識及び技

能」の具体的な判断基準を示していません。判断に迷う場合は所轄労働基準監督署にご確認ください）。

出典: 労働安全衛生法59条／同法施行規則35条（e-Gov法令検索・2026-09-07確認）


